



























第 1章 序論 
 第 1章では、本研究の背景、問題意識と研究目的を述べている。 
 

















第 4章 都市の性格と中心市街地活性化の方向性 











第 5章 推進組織の分析 




























第 6章 政策プロセスの確認と組織の代替え可能性についての検討 

















第 7章 結論 
第 7 章では、本論文のまとめを行い、政策上の示唆及び、本論文の学術的・実務的貢
献を示すとともに、残された研究課題を提示した。 
 
3. 本論文の評価 
 本研究の学術的な貢献としては、第一に、都市の置かれている環境に着目して都市の性
格付けを行い、中心市街地活性化の方向性との関連を分析したことである。第二に、民間
における政策実施組織として中活協及とまちづくり会社について、役割を明確にしたこと
である。中活協は多様な利害関係者の合意形成を行い、まちづくり会社は活性化事業の推
進と民間投資を促進し、それぞれに重要な役割を果たす。また、従来は個別的に取り扱わ
れてきたまちづくり会社の経営について、事業ドメインと収支構造、戦略的協働における
役割の面から、経営面においての共通性を明らかにした。第三に、中心市街地活性化政策
について政策プロセス上の課題を明らかにし、特に 2期計画を策定する地方自治体におい
て、政策プロセスが、決定、実施、評価のサイクルと、時間の経過と事業の積み上げを背
景にしたフローの組み合わせであることを確認した。 
 実務的貢献としては、第一に、都市の性格付けの視点として、都市規模、外部都市との
関係性、衰退状況の 3つを示し、都市の性格によって活性化の方向性が異なることを示し
た。第二に、中心市街地活性化政策を題材に、地方都市の再生及び、活性化政策の実施に
あたり、有効な組織スキームを示すことができた。第三に、中活法の運用において、国の
方針に定められたフォローアップは、政策目標に対する達成度の評価よりも、当該計画終
了以降においても継続的な取り組みを検討する上で有効であることを確認した。 
 
4. 今後の研究課題 
 本研究において残された課題としては、都市の性格をいかに測定し、政策に反映させる
かという点と、政策評価手法に関する点、さらには中心市街地活性化におけるマネジメン
ト人材、つまり協働アクティビストの職務及び職能に関するテーマがある。特に政策評価
においては、活性化の状態をいかに設定するかが難しく、データの整備を含めて、中長期
かつ、分野横断的に、的確な評価を行う方法の確立が求められる。 
 
 
 
